
令和８年度普通交付税（大分県市町村分）について 

 

１ 概要 

   ○普通交付税決定額は１，３１６億円 

（対前年度比＋２１億円、＋１．６％） 

（単位：億円、％）

A B A-B  C C/B

普通交付税
決定額

1,316 1,295 21 1.6 3.8

全国市町村
増減率

区　　　分
令和8年度 令和7年度 増減額 増減率

 

（注）１ 表示単位未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。 
２ 臨時財政対策債の発行は２年連続でゼロ 
 

[主な要因]  

景気回復に伴う地方消費税交付金や市町村民税の増により、基準財政収入額が増加（対

前年度比＋８２億円、＋５．２％）したものの、人件費の増や物価高に伴う単位費用の引

き上げや臨時財政対策債償還基金費の創設により、基準財政需要額も増加（対前年度比＋

１０３億円、＋３．６％）したため、財源不足額が拡大し、普通交付税決定額が増加した。 

 

 

＜参考＞ 

○ 普通交付税の額の決定方法 

   各地方団体の普通交付税額  ＝(Ａ  基準財政需要額  －Ｂ  基準財政収入額  ) 

                     標準的な財政需要      標準的な財政収入 

                ＝    財源不足額(交付基準額)  

  Ａ  基準財政需要額   ＝   単位費用   × (  測定単位   ×   補正係数  ) 

              測定単位１当たりの費用    人口、面積等          段階補正等 

    ※ 各種の補正係数は、団体毎の自然条件や社会条件等の違いによる財政需要の差を反映するもの 

    ※ 令和８年度の測定単位の人口は、令和７年国勢調査人口（速報値）を使用 

  Ｂ  基準財政収入額    ＝    標準的な地方税収入等の７５％   ＋   地方譲与税等  

 

○ 臨時財政対策債 

臨時財政対策債は、地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例債として発

行される地方債で、その元利償還金は翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 



２ 基準財政需要額及び基準財政収入額の増減内訳 

（単位：億円、％）

A B A-B  C C/B

73 74 ▲1 ▲1.6

(注) １　交付基準額と交付決定額の差は調整額である。

　※調整額：各地方公共団体の財源不足額の合算額が普通交付税の総額を超える場合に

　　　　　　財源不足額の合算額を普通交付税の総額にあわせるため減額されたもの

２　表示単位未満を四捨五入しているため、合計等が一致しない場合がある。
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個別算定経費
(公債費除き)

2,139 2,081 59 2.8

区　　　分
令和8年度 令和7年度 増減額 増減率

包括算定経費 299 287 12 4.2

地方創生推進費

地域の元気創造事業費 30 30 ▲1 ▲2.2

人口減少等
特別対策事業費

43 44 ▲0 ▲1.1

地域社会再生事業費

13 16 ▲3 ▲16.7

29 30 ▲0 ▲1.6

地域デジタル社会
推進費

小計(a+b+c+d+e+f+g)
(公債費以外の経費)

2,586 2,488 98 4.0

32 0 32 皆増
臨時財政対策債

償還基金費

臨時財政対策債
振替相当額

0 0 0 -

公 債 費 等 391 386 5 1.0

j

合計(h+i-j) k

1,659 1,577 82 5.2

3.61032,8742,977

l基準財政収入額

　　　 交付基準額(k-l)

　　　 交付決定額

1.6211,2971,318

1.6211,2951,316

 



（１） 基準財政需要額           ＋１０，２９５百万円 ( ＋３．６％ ) 

 【主な増要因】 

  ○個別算定経費の増加          ＋５，８６７百万円 ( ＋２．８％ ) 

・人件費の増や物価高に伴う単位費用の増（36 項目中 33 項目） 

 ※増加項目 

①地域振興費           ＋１，３２４百万円（ ＋７．５％ ) 

②高齢者保健福祉費          ＋８９５百万円（ ＋２．０％ ) 

③社会福祉費             ＋７３８百万円（ ＋６．１％ ) 

 

  ○臨時財政対策債償還基金の創設     ＋３，１９５百万円（ 皆 増 ） 

   ・地方財政の健全化のため令和８年度に限り創設 

 

○包括算定経費の増加          ＋１，２１１百万円 ( ＋４．２％ ) 

   ・人件費の増や物価高に伴う単位費用の増 

 

 

（２） 基準財政収入額             ＋８，１６２百万円 ( ＋５．２％ ) 

 【主な増要因】 

○地方消費税交付金の増加        ＋３，２１５百万円 (＋１２．２％ ) 

 ・景気回復及び物価高に伴う税収の増 

○市町村民税(所得割)の増加       ＋１，８３０百万円 ( ＋４．４％ ) 

・景気回復に伴う給与所得の増 

○市町村民税(法人税割)の増加      ＋１，１６７百万円 (＋３２．９％ ) 

 ・景気回復に伴う企業収益の増 

 

 



（単位：千円、％）

市町村名 令和8年度 令和7年度 増減額 増減率

大 分 市 13,118,812 13,155,429 ▲ 36,617 ▲ 0.3

別 府 市 10,235,516 9,969,060 266,456 2.7

中 津 市 10,006,508 10,027,485 ▲ 20,977 ▲ 0.2

日 田 市 10,923,655 10,733,593 190,062 1.8

佐 伯 市 14,452,843 14,419,831 33,012 0.2

臼 杵 市 7,194,903 6,963,462 231,441 3.3

津 久 見 市 3,423,988 3,301,384 122,604 3.7

竹 田 市 6,998,892 6,815,154 183,738 2.7

豊 後 高 田 市 5,876,913 5,673,554 203,359 3.6

杵 築 市 6,658,383 6,423,094 235,289 3.7

宇 佐 市 8,727,941 8,564,314 163,627 1.9

豊 後 大 野 市 9,991,202 9,831,910 159,292 1.6

由 布 市 5,927,823 5,824,118 103,705 1.8

国 東 市 8,164,523 8,092,707 71,816 0.9

姫 島 村 1,366,663 1,333,720 32,943 2.5

日 出 町 2,627,604 2,596,251 31,353 1.2

九 重 町 2,638,114 2,620,806 17,308 0.7

玖 珠 町 3,276,133 3,175,829 100,304 3.2

市 計 121,701,902 119,795,095 1,906,807 1.6

町 村 計 9,908,514 9,726,606 181,908 1.9

県 計 131,610,416 129,521,701 2,088,715 1.6

令和8年度普通交付税決定額　対前年度比較（市町村別）

 

 

 


